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第１章 計画策定にあたって                      

SDGs における位置付け  

     

１－１ 背景・目的 

 
本計画は、限りある水資源の循環及び効率的な生活排水処理施設の整備を推進するた

め、御殿場市生活排水処理基本計画（以下、「基本計画」という。）を見直すものである。 
現基本計画は、平成 8 年 3 月に策定し、平成 13 年 12 月、平成 21 年 3 月、平成 28 年

3 月及び令和３年１月に一部の見直しを経てきたものである。 
生活排水処理基本計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137

号）第 6 条第 1 項に基づき市町村が定めなければならないとされる一般廃棄物の処理に関
する計画の一部である。 

この一般廃棄物処理計画は、一般廃棄物処理基本計画と一般廃棄物処理実施計画からな
る。国の指針による基本計画と実施計画の関係については、図 1－1 に示す。 

 
 

 
 

⾧期的・総合的視点に立ち、一般廃棄物の処理に関する基本方針、 
推進計画等を定める。 
・ごみ処理基本計画：ごみの処理に関する内容 
・生活排水処理基本計画：し尿並びに汚泥の処理に関する内容 

 
 
 

基本計画に基づき、各年度に一般廃棄物の排出抑制、減量化・ 
再生利用の推進、収集・運搬、処分等について具体的に定める。 
・ごみ処理実施計画：ごみの処理に関する内容 
・生活排水処理実施計画：し尿並びに汚泥の処理に関する内容 

 
 
図 1－1 国の指針による一般廃棄物処理計画における基本計画と実施計画の関係 
 
 

生活排水処理基本計画の作成においては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則
（昭和 46 年環境省令第 35 号）第 1 条の 3 の規定により所定の事項を定めることとされ
ており、このほか、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律第六条第一項に基づく生活排水
処理基本計画の策定に当たっての指針について 平成 2 年 10 月 8 日」等により見直しを
行うものである。 
 

一般廃棄物処理計画 

一般廃棄物処理基本計画 

一般廃棄物処理実施計画 
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１－２ 本市における計画の位置づけ 

 

 本市における本計画の位置づけは、図 1－2 のとおり。本市では様々な汚水処理施設の
整備、管理を行っているため、一般廃棄物処理基本計画とは別に、独立した計画として生
活排水処理基本計画を策定している。 

 

  

【他計画】 

・御殿場市公共下水道全体計画 

・御殿場市公共下水道事業計画 

・御殿場市汚水処理施設整備構想 

・御殿場市公設浄化槽整備事業実施計画 

御殿場市生活排水処理基本計画 

第三次御殿場市環境基本計画 

【関連法等】 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律等 

・御殿場市廃棄物の処理及び再利用の促進

に関する条例等 

第五次御殿場市総合計画 

御殿場市一般廃棄物処理実施計画 

整合性 

御殿場市一般廃棄物 

処理基本計画 

御殿場市災害廃棄物処理計画 

関連 

図 1－2 本市における本計画の位置づけ 
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１－３ 市域の概要 

 

１－３－１ 位置及び面積 

本市は、静岡県の東部に位置し、富士山と箱根の弓上の裾合いに形成された高原のまち
である。この地は分水界で、南斜面は黄瀬川に沿い、北斜面は鮎沢川流域の一帯がある。 

市域は、東が箱根外輪山の頂、西は富士山頂に達し、南は裾野市、北は駿東郡小山町を
境としている。 

面積は、194.9km2 で、集落地・山岳地・演習地が概ね 3 分の 1 ずつを占めている。 

 

図１－3 市域の位置及び地区 

 

 

表 1－1 位置・面積 

総面積 

(km2) 

距離(km) 位      置 

東西 南北 東経 北緯 海抜(m) 極東 極西 極南 極北 

194.90 24.00 16.00 138°56'06" 35°18'31" 459.8 深沢 中畑・印野 神山 上柴怒田 

※東経、海抜は市役所の位置を示す。 

（出典：令和６年度御殿場市統計書） 



- 4 - 

 

 

○ 沿革 

市域の変遷は以下のとおりである。 

昭和 30 年 2 月 11 日 

駿東郡御殿場町・富士岡村・原里村・玉穂村・印野村を廃し、市制を施行。 

昭和 31 年 1 月 1 日 

駿東郡高根村を編入。 

昭和 32 年 9 月 1 日 

駿東郡小山町大字古沢を編入。 

 

○ 地域の概要 

本市の地域区分は、歴史的成立過程及び土地利用状況、人口、産業等の自然的・社会的 

諸条件を考慮し、6 地区に分けられる。 

 

① 御殿場地区：本市の東側に位置し、官公庁、商業業務施設等の都市的機能が集積して
おり、住宅の立地も多く、本市の中枢をなす地域である。 

 

② 富士岡地区：本市の南側に位置し、御殿場地域に次ぐ市街地を形成しており、人口の
増加に対応するため、土地区画整理事業等により、市街地の整備を行っ
た地域である。 

 

③ 原 里 地 区：本市の中央部に位置し、保土沢・板妻・神場において工業地域を形成し
ており、本市の産業の中心となる地域である。 

 

④ 玉 穂 地 区：本市の西側に位置し、地域の多くが樹林や農作地により構成される地域
である。 

 

⑤ 印 野 地 区：本市の南西側に位置し、地域の約 60%が樹林により構成されるなど、恵
まれた自然環境を有する地域である。 

 

⑥ 高 根 地 区：本市の北側に位置し、水田を中心とする農業が盛んな地域である。 

  



- 5 - 

 

１－３－２ 気象 

本市の気温、降水量の推移を表 1－2 及び図 1－4 に示す。夏季でも日最高の平均気温が
30℃を僅かに超える程度であるほか、日最低の平均気温は 25℃を下回っており、真夏日
（最高気温が 30℃以上の日）や熱帯夜（夜間の最低気温が 25℃以上の日）が少ない地域
といえる。これは高原地で夏でも冷涼な気候なためである。 

 

表１－2 気温、降水量等の推移（令和５年） 

 

※1 年欄はそれぞれ、気温・風速は年平均値、降水量・日照時間・地震は年合計値、最大風速は
年間最大風速、最多風向は年間最多風速を表す。 

※2 平成 26 年 7 月 29 日より御殿場市役所地点での観測を廃止したため、平成 26 年分より御殿
場市萩原地点で観測した数値を掲載。 

（出典：令和６年度御殿場市統計書） 

  

降水量 日照 震度1

合計 平均 最多 時間 以上の
(mm) 風速 風速 風向 風向 (h) 回数

1月 2.8 7.9 -1.9 22.0 2.0 9.5 北西 北北西 172.5 1

2月 4.5 9.8 -0.2 89.5 2.4 10.5 南西 南南西 148.8 0

3月 9.9 14.9 5.2 214.0 2.5 8.8 南南西 南 143.1 0

4月 13.0 17.7 8.3 242.5 3.3 10.2 南南西 南南西 192.8 0

5月 16.2 21.1 11.7 384.5 2.9 12.1 南西 南南西 187.5 3

6月 20.1 24.4 16.9 643.5 2.4 13.5 南南西 南南西 100.4 0

7月 24.5 29.4 21.1 143.0 3.1 8.3 南南西 南南西 201.3 1

8月 25.4 30.4 22.4 421.5 2.5 7.9 南南西 南 205.9 0

9月 23.5 28.3 20.0 255.5 2.6 8.4 南西 南南西 166.7 2

10月 15.5 21.0 10.6 173.0 1.9 9.8 南南西 南西 189.0 0

11月 11.3 16.6 6.1 162.5 2.5 15.2 南南西 南西 171.0 0

12月 6.4 12.0 1.1 81.0 2.3 11.4 南西 西南西 188.2 0

年平均 14.4 19.5 10.1 2,832.5 2.5 10.5 南南西 南南西 2,067.2 7

月

平均気温(℃) 風向・風速(m/s)

日平均 日最高 日最低
最大風速
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（出典：令和６年度御殿場市統計書） 

図 1－4 気温及び降水量（令和５年値及び平年値） 
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１－３－３ 人口 

本市における過去の人口世帯数の推移を表 1－3 に、世帯の種類を表 1－4 に示す。表 1
－3 より、昭和 30 年から平成 22 年までは増加し続けているが、平成 27 年調査結果では
前回の平成 22 年調査に比べ、人口は 952 人減少したが、世帯数は 207 世帯増加してい
る。 

 

表 1－3 人口及び世帯数の推移（国勢調査） 

 

（出典：令和６年度御殿場市統計書） 

  

各年10月1日現在

人口
（人）

増加率
（％）

人口密度

（人/km2）

世帯数
（世帯）

増加率
（％）

１世帯当たり
人員

第１回 大正9年 22,605 ― 114.4 4,170 ― 5.4

2 14 24,298 7.49 123.0 4,456 6.9 5.5

3 昭和5年 25,589 5.31 129.6 4,591 3.0 5.6

4 10 26,403 3.18 133.7 4,732 3.1 5.6

5 15 26,684 1.06 135.1 4,601 △ 2.8 5.8

6 20 35,173 31.81 178.1 6,413 39.4 5.5

7 25 35,248 0.21 178.5 6,195 △ 3.4 5.7

8 30 42,291 19.98 214.1 7,948 28.3 5.3

9 35 45,709 8.08 230.2 8,846 11.3 5.2

10 40 50,267 9.97 253.1 10,550 19.3 4.8

11 45 55,997 11.40 281.9 12,581 19.3 4.5

12 50 62,722 12.01 315.8 15,180 20.7 4.1

13 55 69,261 10.43 348.6 18,106 19.3 3.8

14 60 74,882 8.12 377.1 20,532 13.4 3.6

15 平成2年 79,557 6.24 408.7 23,371 13.8 3.4

16 7 81,803 2.82 420.3 25,208 7.9 3.2

17 12 82,533 0.89 424.1 27,005 7.1 3.1

18 17 85,976 4.17 441.7 29,431 9.0 2.9

19 22 89,030 3.55 457.4 31,403 6.7 2.8

20 27 88,078 △ 1.07 451.9 31,610 0.7 2.8

21 令和2年 86,614 △ 1.66 444.4 33,529 6.1 2.6

年
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表 1－4 世帯の種類（国勢調査） 

各年 10 月 1 日現在 

 

    （出典：令和６年度御殿場市統計書） 

 

 

 

 

 

 

 

  

世帯数 世帯人員 世帯数 世帯人員 世帯数 世帯人員
(世帯) (人) (世帯) (人) (世帯) (人)

平成2年 23,371 79,557 23,190 75,509 3.26 146 4,005

7 25,208 81,803 25,088 78,012 3.11 120 3,791

12 27,005 82,533 26,882 79,249 2.95 123 3,284

17 29,431 85,976 29,296 82,880 2.83 99 3,060

22 31,403 89,030 31,268 85,339 2.73 135 3,691

27 31,610 88,078 31,495 83,934 2.66 115 4,144

令和2年 33,529 86,614 33,406 82,111 2.46 123 4,503

年

総数 普通世帯 準世帯

1世帯当た

り人員(人)
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１－３－４ 産業 

本市における事業所及び従業者数の推移を表 1－5 に示す。令和３年の調査結果による
と、事業所数は、3,513 事業所である。 

事業所割合では、農業等の第 1 次産業（農林漁業）は 26 事業所（0.7%）、第 2 次産業
（鉱業・採石業・砂利採取業、建設業、製造業）が 572 事業所（16.3%）であり、第 3 次
産業（電気・ガス・熱供給・水道業～サービス業（他に分類されないもの））が 2,915 事
業所（83.0%）と多くを占めている。 

 

表 1－5 事業所及び従業者数 

 

※「事業所数」及び「従業者数」は必要な事項の数字が得られた事業所を対象として集計する。
※経済センサス活動調査では地方公共団体は調査対象外となるため、経済センサス基礎調査結果
は民営事業所のみ記載している。 

（出典：令和６年度御殿場市統計書） 

平成 令和 平成 令和

28年 3年 28年 3年

増減率 構成比 (人) (人) 増減率 構成比

(%) (%) (%) (%)

3,747 3,537 △ 5.6 ― ― 46,533 ― ―

3,684 3,513 △ 4.6 100 39,975 41,689 4.3 100

農林漁業 19 26 36.8 0.7 166 724 336.1 1.7

鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ―

建設業 332 312 △ 6.0 8.9 1,783 1,687 △ 5.4 4.0

製造業 281 260 △ 7.5 7.4 8,561 8,409 △ 1.8 20.2

電気・ガス・熱供給・水道業 6 7 16.7 0.2 138 106 △ 23.2 0.3

情報通信業 12 12 0.0 0.3 48 34 △ 29.2 0.1

運輸業、郵便業 99 108 9.1 3.1 2,045 2,184 6.8 5.2

卸売業、小売業 960 932 △ 2.9 26.5 8,367 8,273 △ 1.1 19.8

金融業、保険業 47 44 △ 6.4 1.3 534 513 △ 3.9 1.2

不動産業、物品賃貸業 307 244 △ 20.5 6.9 751 782 4.1 1.9

学術研究、専門・技術サービス業98 105 7.1 3 1,410 1,261 △ 10.6 3.0

宿泊業、飲食サービス業 602 470 △ 21.9 13.4 5,282 5,297 0.3 12.7

生活関連サービス業、娯楽業 350 345 △ 1.4 9.8 2,477 2,334 △ 5.8 5.6

教育、学習支援業 115 132 14.8 3.8 739 1,633 121.0 3.9

医療、福祉 226 253 11.9 7.2 4,504 5,369 19.2 12.9

複合サービス事業 22 21 △ 4.5 0.6 450 435 △ 3.3 1.0

サービス業（他に分類されないもの）208 242 16.3 6.9 2,720 2,648 △ 2.6 6.4

全産業(事業内容不詳を含む)

全産業(公務を除く)

産業大分類

事業所数 従業者数（男女別の不詳を含む）
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１－３－５ 土地利用状況 

土地利用状況は、表 1－6 に示すとおりである。 

 

表 1－6 土地利用の状況 

 

（出典：令和６年度御殿場市統計書） 

 

 

 

  

（単位：a）

平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

評価地積 910,720 909,280 909,320 907,700 906,922

非課税地積 1,038,279 1,039,720 1,039,680 1,041,300 1,042,078

評価地積 166,098 166,669 167,461 168,379 168,975

非課税地積 15,862 15,393 15,424 15,957 16,149

評価地積 4,007 3,891 3,466 3,528 3,242

非課税地積 27 25 1 1 1

評価地積 142,620 143,011 142,822 142,641 142,487

非課税地積 342 342 347 348 352

評価地積 3,351 3,228 3,340 3,298 3,269

非課税地積 1 1 1 1 1

評価地積 64,188 63,647 63,487 62,785 62,420

非課税地積 158 158 160 160 160

評価地積 294,969 293,635 293,044 291,719 291,309

非課税地積 304,632 305,283 305,339 305,655 306,128

評価地積 127,297 126,205 124,969 123,274 122,595

非課税地積 219,315 219,131 219,131 219,650 219,776

評価地積 461 461 461 461 461

非課税地積 115 115 115 115 115

評価地積 107,729 108,533 110,270 111,615 112,164

非課税地積 47,866 48,474 48,488 48,525 48,580

評価地積 ― ― ― ― ―

非課税地積 449,961 450,798 450,675 450,891 450,816

その他の畑 

山林

原野

池沼

雑種地

その他

区分

総数

宅地

市街化田

その他の田 

市街化畑
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第２章 生活排水処理の現状                      

 

２－１ 前期計画の目標達成状況 

 

令和 3 年 1 月策定の生活排水処理基本計画によると、令和 6 年度の汚水処理人口普及率
の目標を 72.1%（目標年次令和 12 年度は 79.7%）としていたが、令和 6 年度の現状は
73.7%であり、目標を 1.６ポイント上回る。 

 

表 2－1 生活排水の処理形態別人口における現状と令和 3 年度計画策定時の目標 

 

注 1）水洗化生活雑排水未処理人口とは、単独処理浄化槽の使用人口を指す。 

   また、どの処理形態に属するか不明な人口が存在するが、その人口も含む。 

注 2）非水洗化人口とは、汲み取り便槽の使用人口を指す。 

 

 

 

 

  

[単位：人]

現状

令和6年度 令和6年度 令和12年度

82,979 90,030 91,000

61,115 64,920 72,570

（1）コミュニティ・プラント 1,251 1,430 1,430

（2）合併処理浄化槽 25,253 27,900 35,250

（3）下水道 33,512 34,420 34,720

（4）農業集落排水 1,099 1,170 1,170

汚水処理人口普及率 73.7% 72.1% 79.7%

21,018 23,880 17,430

846 1,230 1,000

0 0 0５．計画処理区域外人口

令和3年度基本計画の目標

１．計画処理区域内人口

２．水洗化・生活雑排水処理人口

３．水洗化生活雑排水未処理人口注1

４．非水洗化人口 注2

年度

項目
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２－２ 汚水処理施設整備状況 

 

２－２－１ 令和 6 年度汚水処理施設整備状況 

令和 6 年度末時点における汚水処理施設の整備状況は、以下のとおりである。 

 

表 2－2 生活排水の処理形態別汚水処理施設の整備状況 

 

公共下水道 御殿場処理区（平成 6 年供用開始）  

 

公共下水道       富士岡処理区（予定区域） 

 

農業集落排水施設 清後・山之尻地区（平成 17 年供用開始） 

 

コミュニティ・プラント 富士見原住宅団地（平成 11 年供用開始） 

 

合併処理浄化槽 上記地区以外（令和 6 年度末） 

 

平成28年度計画（令和6年度事業計画）

全体計画 事業計画 供用区域
処理面積 892 ha 648 ha 636.0ha（令和6年度末）
処理人口 39,580 人 32,060 人 33,512 人（令和6年度末）

平成28年度計画

全体計画 事業計画 供用区域
処理面積 118 ha － ha － ha
処理人口 4,800 人 － 人 － 人

全体計画 供用区域
処理面積 29.6 ha 29.6 ha
処理人口 1,550 人 1,099人（令和6年度末）

全体計画 供用区域
処理面積 16.5 ha 16.5 ha
処理人口 1,700 人 1,251人（令和6年度末）

基数 処理人口
国庫補助

（市単独補助含む）
民間設置 6,898基 14,611人

合計 11,298基 25,253人

住宅用途
4,400基 10,642人
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２－２－２ 生活排水処理形態別人口の推移 

過去 5 年間の生活排水処理形態別人口の推移は表 2－3 に示すとおりである。 

 

表 2－3 生活排水の処理形態別人口の推移（報告値） 

 

注 1）水洗化生活雑排水未処理人口とは、単独処理浄化槽の使用人口を指す。 

   また、どの処理形態に属するか不明な人口が存在するが、その人口も含む。 

注 2）非水洗化人口とは、汲み取り便槽の使用人口を指す。 

注 3）各人口は報告値であり、集合処理区域内の浄化槽使用者人口は含まれていない。 

 

２－２－３ 発生し尿・浄化槽等汚泥量の推移 

し尿・汚泥量の実績は、表 2－4 および図 2－1 に示すとおりである。 

 

表 2－4 発生し尿・汚泥量の推移 

 

注 1）集合処理区域内の単独処理浄化槽汚泥を含む 

注 2）集合処理区域内の合併処理浄化槽汚泥及びコミュニティ・プラントからの排出汚泥を含む 

注 3）汲み取りし尿：集合処理区域内を含む非水洗化人口からの排出し尿  

[単位：人]

87,054 85,828 84,525 83,592 82,979
57,724 57,109 56,643 55,272 61,115

（1）コミュニティ・プラント 1,392 1,347 1,311 1,287 1,251
（2）合併処理浄化槽 22,321 21,609 21,039 19,484 25,253
（3）下水道 32,863 33,016 33,170 33,403 33,512
（4）農業集落排水 1,148 1,137 1,123 1,098 1,099

28,253 27,803 27,159 27,562 21,018
1,077 916 723 758 846

0 0 0 0 0

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

１．計画処理区域内人口
２．水洗化・生活雑排水処理人口

３．水洗化生活雑排水未処理人口注1

４．非水洗化人口注2

５．計画処理区域外人口

年度
項目

[単位：kL/年]
年度

項目
単独処理浄化槽汚泥注1 11,554.75 9,761.45 8,038.56 8,565.97 8,798.20
合併処理浄化槽汚泥注2 18,746.91 20,992.64 24,960.78 25,194.54 24,644.56
農業集落排水汚泥 784.19 826.05 799.74 827.13 789.89
汲み取りし尿注3 2,922.09 2,629.17 1,107.62 690.54 729.07
し尿・汚泥量合計 34,007.94 34,209.31 34,906.70 35,278.18 34,961.72

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
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図 2－1 年度ごとの汚泥搬入量実績 
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２－３ 生活排水処理施設の概要 

 

下水道、農業集落排水施設及びコミュニティ・プラントの各施設の概要を表 2－5～7
に、農業集落排水施設、コミュニティ・プラント及び合併処理浄化槽等から発生する汚泥
等の処理施設（御殿場市・小山町広域行政組合衛生センター）の概要を表 2－8 に示す。
また、当市における汚水処理の流れを図 2－2 に示す。 

 

表 2－5 下水道施設（御殿場浄化センター）の概要 

 

 

表 2－6 農業集落排水施設（清後・山之尻地区）の概要 

 

 

項目 全体計画 事業計画
（目標年次） 令和12年度 令和9年度

処理区域面積 892 ha 648 ha 636.0 ha
排除方式 分流式 同左 同左
処理人口 39,580人 32,060人 33,512人
処理場用地面積 37,860 m2 同左 同左
処理能力 23,500 m3/日 同左 同左

OD法,
標準活性汚泥

計画流入水質
BOD 275 mg/L 275 mg/L
SS 214 mg/L 226 mg/L

計画放流水質
BOD 15 mg/L

令和6年度現在

処理方式 同左 同左

同左

同左 同左

項目 計画 令和6年度現在
事業計画区域面積 29.6 ha 同左
処理人口 1,550人 1,099人
処理場用地面積 1,560 m2 同左
処理水量 419 m3/日 －

計画流入水質
BOD 200 mg/L
SS 200 mg/L

計画放流水質
BOD 20 mg/L
SS 50 mg/L

－

処理方式
連続流入間欠ばっ気方式

オゾン脱臭

－
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表 2－7 コミュニティ・プラント（富士見原住宅団地）の概要 

 

表 2－8 御殿場市・小山町広域行政組合衛生センターの概要 

 

項目 計画 令和6年度現在

事業計画区域面積 16.5 ha 同左

処理人口 1,700人 1,251人

処理場用地面積 155 m2 同左

日最大汚水量 750 m3/日 －

処理方式

計画流入水質

BOD 200 mg/L

SS 200 mg/L

T－N 40 mg/L

計画放流水質

BOD 20 mg/L

SS 30 mg/L

大腸菌群数 3,000個/cm3

回分式活性汚泥法

－

－

項目 内容

御殿場市・小山町広域行政組合

構成市町：御殿場市、小山町

   100 kL/日（し尿87 kL/日，浄化槽等※汚泥13 kL/日）
    40 kL/日（浄化槽等汚泥40 kL/日）

合計 140 kL/日

水処理：標準脱窒法＋凝集分離処理＋オゾン酸化処理

＋砂ろ過処理

汚泥処理：濃縮、脱水→焼却処理

処理場敷地面積 23,187 m2

希釈水 地下水

pH ：5.8～8.6

BOD ：10 mg/L以下

SS ：10 mg/L以下

COD ：30 mg/L以下

T－N ：10 mg/L以下

T－P ： 1 mg/L以下

大腸菌群数 ：300個/mL以下

色度 ：30度以下

透視度 ：100 cm以上
※単独処理浄化槽及び合併処理浄化槽をいう

処理方式

放流水質

施設所管

計画処理能力
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第３章 汚水処理形態別整備手法の課題と再評価                    

 

 

生活排水は、し尿と雑排水に分けられ、その処理手法は、複数の家屋から排出される生
活排水を公共ますに集めて汚水処理場にて一括して処理する手法（集合処理手法）と、各
家屋から排出される生活排水ごとに合併処理浄化槽にて戸別に処理する手法（個別処理手
法）とに大別され、更に、これらの処理施設の整備等に関して支援又は所管する省庁によ
り、表 3－1 に示すように施設の名称、事業名等が細かく分類される。 

また、生活排水処理施設は、公営企業法及び下水道法による分類をすると図 3－1 のよ
うになる。 

表 3－1 生活排水処理施設（事業）の分類一覧 

 

処理 施設整備規模

手法 （計画人口等）

流域下水道 都道府県

原則10万人かつ2市

町村以上又は5万人か

つ3市町村以上

2以上の市町村にわた

る地域

公共下水道（含流域関連） 制限なし 主として市街地

特定環境保全公共下水道、簡易な

公共下水道
概ね40人/ha以上 市街地以外

3戸以上20戸未満 振興山村地域

1,000人以下 農業振興地域

100～5,000人以下 漁業の集落

1,000人以下 林業の集落

101以上3万人以下 －

100人未満 －

個人等 － － －

－ － －

－ 下水道区域外

2戸以上20戸未満

（全体で10戸以上整

備予定又は他の処理

施設と一体的に運

営）

－

個別排水処理施設整備事業 総務省 10戸以上20戸未満
集合処理地区の周辺

地域要件等を満たす

こと

総務省 農業振興地域

民間設置の集合浄化槽

個別

処理

個人設置の合併処理浄化槽
個人等

浄化槽設置整備事業

環境省
公共浄化槽等整備推進事業

市町村

市町村等 農林水産省
農業集落排水処理施設

漁業集落排水処理施設

林業集落排水処理施設

コミュニティ・プラント

市町村

環境省
共同浄化槽

小規模集合排水処理施設整備事業

処理施設の種類

又は事業の名称
事業主体 所管省庁 対象区域

集合

処理

下

水

道

国土交通省

市町村

簡易排水施設

３－１ 生活排水処理施設の種類 



- 19 - 

 

 

 

【出典：総務省自治財政局地域企業経営企画室、平成 15 年度第 25 回浄化槽行政担当者研究会講演要旨(2003),R2 年一部修正】 

図 3－1 生活排水処理施設の種類（公営企業としての下水道法からの分類） 

 

  

公営企業と 公共下水道
して実施 （広義）
されている
もの

広義の
下水道

下水道法上

以外のもの

下水道法上

の下水道
一般会計等

で実施され

ているもの

個別排水処理施設（総務省） （平成6年～）

都市下水路（国交省）

下水道法上

の下水道以

外のもの

コミュニティ・プラント（環境省）

浄化槽（環境省）

農業集落排水施設（農水省） （昭和61年～）

漁業集落排水施設（水産庁） （平成元年～）

林業集落排水施設（林野庁） （平成7年～）

簡易排水施設  （農水省） （平成7年～）

小規模集合排水処理施設（総務省） （平成6年～）

公共浄化槽等整備推進事業（環境省） （平成6年～）

公共下水道（狭義）（国交省）

特定公共下水道（国交省）

特定環境保全公共下水道（国交省）

流域下水道（国交省）

下水道法上

の下水道
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 表 3－2 に集合処理と個別処理の一般的な特徴と課題を示す。集合処理と個別処理の⾧
所と短所は、相反するものであるため、市が生活排水処理施設を整備していく際には、
これらの項目を充分検討する必要がある。優位な特徴は網掛で示す。 

検討にあたっては、定量的な評価（費用対効果、便益など）のみならず、定性的な評
価（自然環境や生活環境への影響、地域住民の意識など）を行う必要があり、地域の実
情に応じた対応を要することとなる。 

 

表 3－2 集合処理と個別処理の特徴と課題 

 

 

 

 

 

 

集合処理 個別処理

① 整備計画の策定に際し、対象区域や施設

規模、管路の設計等、慎重な検討が必要で
ある。

① 整備計画の見直しに柔軟性がある。

② 事業の実施（区域の設定）に関し、住民

の要望に即した設定となり難い。

② 事業の実施（区域の設定）に関し、住民

の要望に即した設定となり易い。

③ 建設費用が比較的高価である。 ③ 建設費用が比較的安価である。

④ 維持管理費が比較的安価である。 ④ 維持管理費が比較的高価である。

⑤ 事業計画に関し、住民への事前説明や合
意形成が必要である。

⑤ 適正な維持管理の実施に関し、住民への
説明が必要である。

① 整備効果は、事業の着手から発現までに

一定の期間を要するため、住民がその効果
（便所の水洗化を除く）を実感し難い。

① 整備効果は、事業の着手とほぼ同時に発

現するため、住民がその効果を実感しやす
い。

② 面的な整備が図られることにより、河川

の水質改善等の効果が直接的に現れる。

② 面的な整備手法で行わない限り、河川の

水質改善等の効果が直接的に現れにくい。

③ 水環境に対する住民意識の低下が懸念さ

れる。（近い水→遠い水）

③ 水環境に対する住民意識の向上が期待で

きる。（遠い水→近い水）

④ 身近な水路や小河川等の水量を維持する

ことにより、農業用水等の確保や地域コ
ミュニティの形成核となりうる。

１
　
整
 
備
 
計
 
画

２
　
整
 
備
 
効
 
果

３－２ 集合処理と個別処理の特徴と課題 
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集合処理 個別処理

② 事業系の排水の割合が高くない限り、処
理施設への流入汚水の水質が安定している
ことから、維持管理が比較的容易となる。

② 対象建築物の汚水の排出特性に見合った
維持管理が必要となる。

③ 放流水量が多いため、公共用水域の水質

に及ぼす影響が大きいことから、処理水質
の常時監視が必要となる。

③ 放流水量が少ないため、公共用水域の水

質に及ぼす影響が小さいことから、処理水
質の常時監視の必要がない。

④ 一部の民間施設を除き、維持管理を地方

自治体等の法人が行うため、安定かつ適正
な維持管理が期待される。

④ 市町村が管理する施設や一部の民間 施設

を除き、維持管理を個々人が行うため、維
持管理が徹底されない。

① 管路施設等の建設費及び維持管理費は、

地形や地質による影響を受けやすい。

① 建設費（本体据付）については、地形や
地質による影響を受けにくいが、設置場所
の地盤、地下水位、放流先の水位等により
建設費用等に影響を及ぼす。

② 家屋や人口の密度が高い（DID）地域、

宅地化が進む地域に適している。

② 施設規模に応じた設置場所（スペース）

と放流先の確保が必要となる。

① 大地震に対し管路施設に被害が及ぶ可能

性が高い。（修復に多くの費用、時間が必
要となる）

① 地震災害に対して強い。被害が認められ
ても比較的短期間で修復が可能である。

② 被災後、他のライフラインに比べ、復旧
に著しく時間がかかるため、被害の度合い
に応じ、災害時仮設トイレの確保や、し尿
の処理等にかかるリスクが高まる。

② 災害時、本体に被害が認められない限り

使用することができるため、災害時仮設ト
イレの代用となりうる。

４
　
地
形
の
影
響
、

地
域
の
適
性

５
　
災
害
時
の
被
害
等

３
　
処
理
施
設
の
大
き
さ
と
維
持
管
理

① 大規模になるほど処理水量当たりの施設
容量が小さくなる。

① 小規模になるほど処理水量当たりの施設
容量が大きくなる。
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３－３ 汚水処理形態別整備手法の再評価 

 

 ３－２において 集合処理と個別処理の特徴と課題を示したが、公共下水道および公設
浄化槽事業については現在整備中の事業であるため、経済比較の観点から整備手法の再評
価を行った。公共下水道は全体計画区域の未事業計画区域を対象に経済判定を行い、公設
浄化槽事業については前回の結果を基に再評価を行った。 

 

３－３－１ 公共下水道区域 

公共下水道全体計画区域のうち未事業計画区域について、集合・個別の検討を行った結
果、御殿場処理区及び富士岡処理区全域について個別有利となった。 

 

３－３－２ 公設浄化槽（公共浄化槽）特定地域 

公設浄化槽（公共浄化槽）特定地域における整備手法の再評価を行った。特定地域のほ
とんどが調整区域であるため、整備手法は１戸毎に設置する個別（戸別）浄化槽とする
か、複数の戸建て住宅の汚水を一括で処理する共同浄化槽とするかの 2 種類での比較検討
を行った。前回共同浄化槽が有利となった 13 区域は共同浄化槽による整備が有利となっ
た。 

表 3－3 共同浄化槽による整備が有利となる区域 

 

 

なお、個別浄化槽と共同浄化槽の経済比較については、循環型社会形成推進交付金にお
ける交付要件の１つに位置づけられるが、共同浄化槽については今後人口減少に伴い地区
のいくつかの住宅が空き家になる可能性もあり、それらを踏まえ、地区住民と十分協議し
住民の合意を得ることが必要である。 

 

指定年度 行政区 組・名称
中畑西 上北
中畑西 山王
中畑北 二股
時之栖 13
時之栖 17
中畑東 中央北
中畑南 蕪木沢中②
中畑南 蕪木沢南
中畑東 中央西
中畑東 蕪木台
中畑南 飯盛塚4

茱萸沢上 山口
茱萸沢上 中尾西

平成25年度

平成29年度

平成31年度
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３－３－３ まとめ 

今回の評価は今後整備を行う上での経済的要因面の参考とする。これに加え、整備事業
を行う上では表 3－2 で示す課題や地理的条件等を含め、⾧期的観点からも十分に考慮・
検討する必要がある。各整備事業の実施にあたっては、様々な指標を考慮した上で整備計
画等を策定・改定し、生活排水処理基本計画との調整を行うものとする。 
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第４章 生活排水処理基本計画                      

 

４－１ 計画の基本方針 

 

本市による生活排水処理対策の基本として、市民に対する生活排水の適正な処理に対す
る啓発と、処理施設の整備・拡充及び普及が重要であることに鑑み、次のとおり基本方針
を定め、市民と行政が一体となってこれを推進する。 

 

（１）人口が密集する区域等における生活排水処理は、下水道、農業集落排水、コミュニ

ティ・プラントを中心とし、それ以外の区域では合併処理浄化槽とする。 

 

（２）下水道供用開始区域内における未接続世帯への指導・啓発をし、浄化槽区域におけ

る単独処理浄化槽及び汲み取り便槽使用者（管理者）に対して合併処理浄化槽へ転換

するよう啓発をする。 

 

（３）市が所管する全ての汚水処理施設の適正な管理を行うとともに、浄化槽使用者（管

理者）に対し、適正な維持管理を行うよう啓発する。 

 

 

４－２ 生活排水処理基本計画策定見直しについて 

 

４－２－１ 目標年度 

生活排水処理計画基本計画の目標年度は、令和 17 年度とする。ただし、必要に応じ概
ね 5 年ごとに汚水処理人口及び汚泥量推計の見直しをする。 

 

４－２－２ 現計画の見直しの考え方 

汚水処理人口については、現在の処理形態別に過去 10 年間の整備進捗率等を考慮した
推計を行う。汚泥量については、人口一人当たりの汚泥量（原単位：L/人・日）の設定を
し、推計した汚水処理人口の処理形態別毎に原単位を乗じて算出する。詳しい手順につい
ては次の図 4－1 に示すとおりとする。 
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４－２－３ 生活排水処理基本計画 

３－２において示したように、汚水処理形態別整備手法の再評価を行った結果、生活排
水処理計画図を図 4－2 に示すとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 計画の見直し方法（イメージ） 

  

汚水処理人口 

(令和 2～12 年度) 

原単位 

（ℓ/人・日） 計画処理汚泥量 ×       ＝   

生活排水処理形態別 

人口実績 

生活排水処理形態別 

処理汚泥実績 

・既存施設・計画 

・経済的要因 

・社会的要因 

・投資効果発現 

・地域環境保全効果 

・将来見通し 

・家庭系汚泥量 

・事業系汚泥量 

観光系汚泥量 

   店舗等汚泥量 

   駐屯地・米軍 

仮設トイレ 等 

調整 反映 

推計 設定 

第 2章 p13 第 2 章 p13 

第 4 章 p27 第 5 章 p34 第 5 章 p31 
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図 4－2 生活排水処理計画図
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４－３ 各生活排水処理形態別計画人口推計 

 

目標年次における生活排水処理形態別人口の推計を表 4－1 に示す。また、各年次にお
ける各処理形態別人口の内訳については、表 4－2、図 4－3 に示す。 

 

表 4－1 生活排水処理形態別人口の推計及び目標 

 

注 1）水洗化生活雑排水未処理人口とは、単独処理浄化槽の使用人口を指す。 

    また、どの処理形態に属するか不明な人口が存在するが、その人口も含む。 

注 2）非水洗化人口とは、汲み取り便槽の使用人口を指す。 

 

  

[単位：人]

現在 目標年次

令和6年度 令和17年度

82,979 80,216

61,115 64,626

（1）コミュニティ・プラント 1,251 1,280

（2）合併処理浄化槽 25,253 30,753

（3）下水道 33,512 31,531

（4）農業集落排水 1,099 1,062

21,018 14,772

846 818

0 0

73.7% 80.6%

４．非水洗化人口 注2

５．計画処理区域外人口

汚水処理人口普及率

年度

項目

１．計画処理区域内人口

２．水洗化・生活雑排水処理人口

３．水洗化生活雑排水未処理人口注1
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表 4－2 処理形態別人口の実績及び目標 

 

図 4－3 処理形態別人口の実績及び予測 

 

雑排水未処理 非水洗化

（単独処理浄化槽） （汲み取り）

平成25年度 89,193 30,896 1,230 19,879 1,516 60.0% 34,297 1,375

平成26年度 88,976 31,229 1,234 20,992 1,500 61.8% 32,731 1,290

平成27年度 88,853 31,245 1,257 22,009 1,505 63.0% 31,581 1,256

平成28年度 88,797 31,469 1,230 22,000 1,414 63.2% 31,482 1,202

平成29年度 88,494 31,869 1,208 23,286 1,389 65.3% 29,690 1,052

平成30年度 88,257 32,589 1,179 22,699 1,468 65.6% 29,309 1,013

令和元年度 87,681 32,877 1,179 22,236 1,430 65.8% 28,525 1,434

令和2年度 87,054 32,863 1,148 22,321 1,392 66.3% 28,253 1,077

令和3年度 85,828 33,016 1,137 21,609 1,347 66.5% 27,803 916

令和4年度 84,525 33,170 1,123 21,039 1,311 67.0% 27,159 723

令和5年度 83,592 33,403 1,098 19,484 1,287 66.1% 27,562 758

令和6年度 82,979 33,512 1,099 25,253 1,251 73.7% 21,018 846

令和7年度 83,083 33,332 1,096 25,753 1,254 73.9% 20,805 843
令和8年度 82,815 33,152 1,093 26,253 1,257 74.6% 20,220 840
令和9年度 82,547 32,972 1,090 26,753 1,260 75.2% 19,635 837
令和10年度 82,279 32,792 1,087 27,253 1,263 75.8% 19,050 834
令和11年度 82,011 32,612 1,084 27,753 1,266 76.5% 18,465 831
令和12年度 81,741 32,432 1,081 28,253 1,269 77.1% 17,878 828
令和13年度 81,436 32,252 1,078 28,753 1,272 77.8% 17,256 825
令和14年度 81,131 32,072 1,075 29,253 1,275 78.5% 16,634 822
令和15年度 80,826 31,892 1,072 29,753 1,278 79.2% 16,012 819
令和16年度 80,521 31,712 1,069 30,253 1,281 79.9% 15,390 816
令和17年度 80,216 31,531 1,062 30,753 1,280 80.6% 14,772 818

汚水衛生
処理率

年
次
目
標

年度 処理人口 下水道
農業集落
排水

合併処理
浄化槽

コミプラ

実
績

0
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20,000
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90,000

100,000
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予測

H30 R1

【単位：人】 
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第５章 し尿・浄化槽等汚泥処理計画                      

 

５－１ し尿・浄化槽等汚泥量の予測について 

 
（1）汚泥処理計画量の設定 

し尿及び浄化槽の収集汚泥量の算定は、処理形態別人口に原単位（1 人 1 日あたり汚泥
排出量）を乗じて予測するのが一般的である。 

しかし、定住者以外の人口が多い建築物については、大型の単独処理及び合併処理浄化
槽（以下「浄化槽等」という）が多いことから、個別に建築物の排出量を計画的に算定す
ることが必要である。その手順は図 5－1 のとおりである。 
 なお、産業廃棄物である下水道汚泥及び、本市または御殿場市・小山町広域行政組合衛
生センターにおいて、収集運搬処理されない自家処理分については本計画に含めない。 

 

出典：（社）全国都市清掃会議「汚泥再生処理センター等施設整備の計画・設計要領 2021 改訂版」より 

図 5－1 汚泥処理計画量の算定手順 
 
（2）処理形態別人口の区分 

処理形態別人口は図 5－2 に示すように以下の 7 種類に区分される。 
① 合併処理浄化槽人口 
② コミュニティ・プラント人口 
③ 集落排水施設人口 
④ 下水道人口（収集汚泥からは除外） 
⑤ 単独処理浄化槽人口 
⑥ 汲み取り人口 
⑦ 自家処理人口（収集汚泥からは除外） 



- 30 - 

 

 

 

 

 

 

 

図
5－

2 
生

活
排

水
処

理
の

形
態

の
一

般
的

区
分

 



- 31 - 

 

５－２ 処理形態別人口算定の課題と原単位の設定 

 

（1）処理形態別人口算定の課題 

5－1 で述べたように、発生汚泥量の予測は、各処理形態別人口と収集汚泥の実態から
導くものであるが、各処理形態別人口について、実際に浄化槽等を使用している人口と使
用者として公表している人口には開きが存在する。 

実際に使用されている浄化槽等は、設置されている区域により、集合処理区域内（供用
区域内）にあるものと処理区域外にあるものが存在する。また、住宅用途の建築物に設置
されたものと住宅以外の建築物（事業系）に設置されたものとが存在する。 

このうち、市が浄化槽等人口として公表しているものは、下水道処理区域（供用区域）
外の住宅用途の建築物に設置されている浄化槽等の使用人口（住民台帳人口）である。 

浄化槽使用者人口と浄化槽公表人口との関係は、以下のとおりである。 
 
① 下水道処理区域外設置浄化槽等＝公表人口 
② 下水道処理区域内設置浄化槽等＝下水道人口に含まれる人口 
③ 住宅以外の浄化槽等＝不明 
 

浄化槽等汚泥は①～③の汚泥が搬入されており、人口データとしては浄化槽清掃業者に
契約件数を照会し導いた①の他に、想定を含む②③が公表値とは別に毎年の報告値として
把握されている。浄化槽等使用者人口は、報告値を基に①、②及び③を積み上げて求める
ものである。 
 
（2）収集汚泥量の推移 

収集汚泥量を表 5－1 に示す。 
表 5－1 収集汚泥量の実績 

 
 
ただし、上記表「合併浄化槽」は集中浄化槽（合併）・コミュニティ・プラントを含

む。したがって、以下の内訳とする。  

[単位：kL/年]
項目 し尿 単独浄化槽 合併浄化槽 集落排水 収集実績計

平成30年度 3,050.09 13,424.63 16,073.40 790.53 33,338.65

令和元年度 2,878.97 12,470.05 17,561.80 796.73 33,707.55

令和2年度 2,922.09 11,554.75 18,746.91 784.19 34,007.94

令和3年度 2,629.17 9,761.45 20,992.64 826.05 34,209.31

令和4年度 1,107.62 8,038.56 24,960.78 799.74 34,906.70

令和5年度 690.54 8,565.97 25,194.54 827.13 35,278.18

令和6年度 729.07 8,798.20 24,644.56 789.89 34,961.72
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（3）原単位の設定 

（1）、（2）で述べたような収集汚泥の内訳となっているが、各処理形態別における戸
建て及び集合の比率が不明確であること、また、御殿場市の特徴として観光人口や事業系
浄化槽等汚泥が多いことから、表 5－2 で示す一般的な原単位を採用するのは不適当と考
えられる。したがって、本計画では収集汚泥の内訳を、把握している実際の使用者数で除
することで、合併処理浄化槽汚泥、単独処理浄化槽汚泥、集落排水汚泥及びし尿汲み取り
の原単位を求めることとした。 

実績からの読み取りでは、汲み取りし尿の原単位が近年急速に減少しているが、僅かな
期間であることから各年の原単位を適用するのは妥当性に欠ける。複数年平均の原単位を
算出すると、緩やかな傾向が見て取れることから、比較検討の上で近年５年平均の原単位
の最新のもの（令和２年～令和６年）を採用することとした。 

合併処理浄化槽汚泥と集落排水汚泥は共に合併処理浄化槽に位置付けられる。原単位に
若干の差が見られるのは、集合住宅や観光施設が多く含まれる合併処理浄化槽と、生活様
式が比較的類似している集落排水の差と考えられる。既に大規模槽に相当する施設は合併
処理浄化槽への転換が進んでおり、今後の変動は緩やかであると想定されるため、将来に
向けては原単位を固定とした。 

単独処理浄化槽は緩やかに減少しており、使用者層の高齢化や大規模施設の合併処理浄
化槽転換等が原因と想定できるが、原単位の減少が延々と続くとは考えられないため、将
来に向けては原単位を固定とした。 

し尿汲み取りは近年急速に原単位が減少しているが、直近三年の出来事であり、⾧期的
な傾向かどうかの判断は時期尚早と考えられる。直近５年平均値では変動が比較的緩やか
になっていることから、様子見も含めて固定とした。 
 
 以下に前回計画と本計画の原単位の変化を示す。 
 
      合併処理浄化槽の原単位 2.057  L/人・日 → 2.576  L/人・日 
      単独処理浄化槽の原単位 1.204～1.276  L/人・日 → 0.915  L/人・日 

し尿汲み取りの原単位   6.503  L/人・日 → 4.843  L/人・日 
農業集落排水施設原単位 1.940  L/人・日 → 2.603  L/人・日 
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算定された原単位は、し尿及び浄化槽等汚泥とも年度ごとの変動はあるが、汲み取りし

尿を除き、表 5－2 に示す全国平均値に近似しており、採用値は妥当と考えられる。 
汲み取りし尿の原単位が全国平均値よりも高いのは、自衛隊等演習時における仮設トイ

レの使用や観光人口に伴う汲み取り量が加算されていると想定される。 
 

表 5－2 し尿及び浄化槽等汚泥の一般的な原単位 

 

 

出典：（社）全国都市清掃会議「汚泥再生処理センター等施設整備の計画・設計要領 2021 改訂版」 

  

[単位：L/人・日]

年度 汲み取りし尿 浄化槽汚泥※

2005 2.22 1.31
2006 2.26 1.36
2007 2.23 1.35
2008 2.29 1.38
2009 2.27 1.42
2010 2.31 1.43
2011 2.33 1.45
2012 2.34 1.45
2013 2.40 1.47
2014 2.43 1.50
2015 2.52 1.51
2016 2.52 1.54
2017 2.54 1.56
2018 2.62 1.59
2019 2.69 1.61

出展：「日本の廃棄物処理」（2009（平成21）年度～2019（令和元）年度）（環境省）を基に作成

※本表の浄化槽汚泥は合併処理浄化槽・単独処理浄化槽の区別がない

最小値 平均値 最大値 標準偏差
合併処理浄化槽 1.92 2.61 3.09 0.298
単独処理浄化槽 0.61 1.11 1.59 0.221
出展：「し尿処理施設から汚泥再生処理センターへのリニューアル手引書」、(社)全国都市清掃会議他、2004（平成16）年10月

汚泥排出量原単位（L/人・日）
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５－３ 将来のし尿・浄化槽等汚泥収集量の予測 

 
以上より、将来の汚泥収集量の予測は、各処理形態別人口にし尿、単独処理浄化槽、合

併処理浄化槽及び農業集落排水施設それぞれの原単位を乗じて算出することとする。 
表 5－3 及び図 5－4 に示すように、各処理形態別収集汚泥量は生活排水処理施設の整

備に伴い変動する。単独処理浄化槽の老朽化等により今後は合併処理浄化槽人口の増加が
見込まれるが、単独処理浄化槽と比較して合併処理浄化槽は 1 人 1 日あたりの汚泥排出量
が多い（原単位が大きい）ことから、今後 10 年間は汚泥量が増加していくと予測され
る。 

 
表 5－3 し尿・浄化槽等汚泥収集量の実績と計画数量（予測） 

 

 

 
 
 
 
 
 

雑排水未処理 非水洗化

農集排
合併処理

浄化槽
コミプラ

（単独処理

浄化槽）
（汲み取り）

平成27 1,257 22,009 1,505 31,581 1,256 793 14,018 15,035 2,687 32,534
平成28 1,230 22,000 1,414 31,482 1,202 790 14,638 14,709 2,531 32,668
平成29 1,208 23,286 1,389 29,690 1,052 822 16,634 12,798 2,740 32,994
平成30 1,179 22,699 1,468 29,309 1,013 791 16,073 13,425 3,050 33,339

令和元 1,179 22,236 1,430 28,525 1,434 797 17,562 12,470 2,879 33,708

令和2 1,148 22,321 1,392 28,253 1,077 784 18,747 11,555 2,922 34,008

令和3 1,137 21,609 1,347 27,803 916 826 20,993 9,761 2,629 34,209

令和4 1,123 21,039 1,311 27,159 723 800 24,961 8,039 1,108 34,907

令和5 1,098 19,484 1,287 27,562 758 827 25,195 8,566 691 35,278

令和6 1,099 25,253 1,251 21,018 846 790 24,645 8,798 729 34,962
令和7 1,096 25,753 1,254 20,805 843 1,040 25,390 6,950 1,490 34,870
令和8 1,093 26,253 1,257 20,220 840 1,040 25,870 6,750 1,480 35,140
令和9 1,090 26,753 1,260 19,635 837 1,040 26,340 6,560 1,480 35,420

令和10 1,087 27,253 1,263 19,050 834 1,030 26,810 6,360 1,470 35,670
令和11 1,084 27,753 1,266 18,465 831 1,030 27,280 6,170 1,470 35,950
令和12 1,081 28,253 1,269 17,878 828 1,030 27,760 5,970 1,460 36,220
令和13 1,078 28,753 1,272 17,256 825 1,020 28,230 5,760 1,460 36,470
令和14 1,075 29,253 1,275 16,634 822 1,020 28,700 5,560 1,450 36,730
令和15 1,072 29,753 1,278 16,012 819 1,020 29,180 5,350 1,450 37,000
令和16 1,069 30,253 1,281 15,390 816 1,020 29,650 5,140 1,440 37,250
令和17 1,062 30,753 1,280 14,772 818 1,010 30,120 4,930 1,450 37,510

今回計画 2.603 2.576 0.915 4.843
年間増減率 0.0000 0.0000 0.000 0.000

実
績

計
画
数
量
（

予
測
）

算定に用いた原単位（L/人・日）

年度

汚泥搬入に係わる人口（人） 汚泥量（kL／年）
水洗化・雑排水処理人口

農集排

汚泥

合併処理浄

化槽等汚泥

単独処理浄

化槽汚泥
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合併処理浄化槽等汚泥

単独処理浄化槽汚泥

汲み取り汚泥

合計汚泥量

農集汚泥

予測

図５－３ し尿・浄化槽等汚泥収集量の予測
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５－４ し尿・浄化槽等汚泥の処理計画 

 

５－４－１ 排出抑制計画 

生活排水処理の適正な処理を行うため、公共下水道区域内では、単独処理浄化槽や汲み
取り世帯の接続を推進し、汲み取りし尿・浄化槽等汚泥全体の抑制を図るものとする。 

また、浄化槽等汚泥の引抜き方法の適正化について、徹底を図り、排出抑制に努める。 
 
５－４－２ 収集・運搬計画 

汲み取りし尿・浄化槽等汚泥の収集・運搬業務については、市が一般廃棄物処理業の許
可を与えた許可業者（表 5－4）が行っており、今後も引き続き現行方式を採用する。ま
た、収集・運搬業務の実施については、現在、各家庭や事業所等からの依頼により行って
いるものであるが、今後の収集については、「計画収集方式」への転換も視野に入れ、研
究していくものとする。 
 

表 5－4 一般廃棄物処理業及び浄化槽清掃業許可業者一覧 
許 可 業 者 名 所 在 地 区域指定等 

髙森商事株式会社 静岡県御殿場市竈 498 番地の 2 なし 
株式会社御殿場衛生社 静岡県御殿場市永塚 513 番地の 3 なし 
株式会社東海衛生 静岡県御殿場市東田中 677 番地の 1 なし 

 
５－４－３ 中間処理及び処分計画 

収集された汲み取りし尿・浄化槽等汚泥は、中間処理施設である御殿場市・小山町広域
行政組合衛生センターにおいて適正な処理を行う。施設から出る処理水は、河川（馬伏
川）に放流し、発生汚泥は脱水処理後、平成 27 年度供用開始した御殿場市・小山町広域
行政組合焼却センター（通称：富士山エコパーク焼却センター）において焼却し、汚泥焼
却灰は一般廃棄物の焼却灰と一括して再資源化されている。 

今後、汲み取りし尿、単独処理浄化槽及び合併処理浄化槽汚泥の搬入比率の変化が見込
まれることから、各汚水処理施設の更新にあたっては、搬入汚泥及びし尿の質的な変化を
考慮した検討することが必要である。 
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第６章 計画の推進                       

 

６－１ 目標達成に向けて 

 
 本計画の最終目標年度である令和 17 年度における目標値の達成を目指し、6－2～4 に
示す施策を実施します。令和 12 年度時点で実績値により再度施策等の検討・目標値の修
正を行うこととする。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区 分 
基準年度 

令和 6 年度 

目標年度 

令和 17 年度 
 

区 分 
基準年度 

令和 6年度 

目標年度 

令和 17 年度 

汚水処理人

口普及率 
73.7％ 80.6％ 

合併処理浄化槽 

市補助・設置基数 
4,400 基 5,150 基 

汚水処理人口普及率 6.9％増 

 

施策の実施 

年 度 目標達成に向けて 

・計画中間見直し年度 
R 7 

R 8 

R 9 

R 10 

R 11 

◇目標達成状況の確認 

◇施策や目標の再検討 

・計画中間見直し年度 
R 12 

(中間年度) 

R 13 

R 14 

施策の実施 R15 

R16 

目標の達成 または継続 
R17 

(最終目標年度) 

 

73.7%

80.6%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

R6 R17

R6 R17
 

4,400 基
5,150 基

4,000

4,500

5,000

5,500

R6 R17

系列1

市補助・設置基数 750 基増 
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６－２ 各事業（公共下水道、合併処理浄化槽）の実施方針 

 
各生活排水処理施設の整備・普及方針については、以下のとおりとする。 

 
（1）公共下水道計画区域 

本市においては、昭和 62 年 12 月に下水道整備区域として御殿場処理区（892 ha）、富
士岡処理区（118 ha）を位置づけ、同年に JR 御殿場駅周辺地域（第 1 工区：109 ha）の
事業認可を受けて公共下水道事業に着手している。 

令和 6 年度末までに御殿場処理区の事業計画区域（648 ha）のうち、636.0 ha の整備が
完了し、順次供用区域の拡大に努めている。工事の実施に際しては、投資効果に配慮しつ
つ、計画的に事業を実施し、同時に普及啓発、加入促進を図っていく。 

また、適正な運営が行えるように使用料金等についても今後検討していく。 
富士岡処理区全域及び御殿場処理区未事業計画区域については今回検討の結果、汚水処

理手法を合併処理浄化槽に変更し、引き続き汚水処理人口の拡大に努めていく。 
 
（2）公共下水道計画区域以外の集落地域 

農業集落排水施設の整備については、既に整備が完了している清後・山之尻地区（29.6 
ha）において、適正な維持管理を行っていく。 

コミュニティ・プラントの整備については、既に整備が完了している富士見原住宅団地
地区（16.5 ha）に 29 戸を新たに接続する。新規接続世帯を含め、引き続き適正な維持管
理を行っていく。 
 
（3）合併処理浄化槽整備区域 

合併処理浄化槽の普及に際しては、平成元年度より御殿場市浄化槽設置事業補助金制度
を創設し、平成 25 年度より、一部地域で公設浄化槽整備事業（公共浄化槽等整備推進事
業）を開始し、平成 31 年度にも区域拡大を図り対象区域を拡充している。今後、同補助
金制度の活用を図るほか、単独処理浄化槽や汲み取り便槽からの転換促進等、合併処理浄
化槽への転換を促進するため、出前講座や個別相談会などの広報活動を行い、さらなる合
併処理浄化槽の普及、整備を図っていく。 

具体的な整備手法については今回の計画で示された方針を基に、生活排水処理実施計画
等で検討を行う。 

その際には行政と市民の負担割合について検討し、市民の負担が増加しない手法を選択
していかなければならない。 
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６－３ 維持管理の適正化に関する事項 

 
市が管理を行う公共下水道施設、集落排水処理施設、コミュニティ・プラント及び公設

浄化槽に関しては、引き続き法令に基づく管理の徹底と健全運営に努める。 
個人又は民間事業者が管理を行う集合処理施設、合併処理浄化槽の維持管理について

は、維持管理に関する啓発を図るとともに、必要に応じて指導・助言を行う。 

６－４ 啓発（環境教育等）の実施について 

 
（1）啓発する事項 

生活排水処理を推進するためには、公共下水道や農業集落排水施設といった集合処理施
設への接続や合併処理浄化槽の設置促進を図ることが必要である。とくに生活雑排水が未
処理である単独処理浄化槽及び汲み取り便槽を利用している住民への啓発が不可欠であ
る。 

そのため、以下の事項を周知する必要がある。 
 
① 生活排水処理の必要性 
② 公共下水道等の集合処理施設と合併処理浄化槽の特徴 
③ 合併処理浄化槽使用者には合併処理浄化槽の維持管理の必要性 

 
（2）伝達手法と効果 

  合併処理浄化槽の設置推進や、浄化槽の適正な維持管理の啓発については、以下の手法
などにより今後も継続して実施していく。人が介在する個別広報（口コミ）や、自治会
の取り組みとするなど、地域の関心レベルを全体的に上げることが重要である。 

 
① 広報及びパンフレットの発行・配布、ホームページへの掲載 
② 住民説明会の実施 
③ 浄化槽清掃業許可業者等との連携 
 

（3）環境教育の考え方 
平成 15 年 7 月に「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律」

が成立し、環境教育の重要性が高まっている。 
以下に環境教育を進める手法について考え方の例を示す。 
 

［環境教育を進めるための施策の考え方］ 
「関心の喚起→理解の深化→参加する態度や問題解決能力の育成」を通じて「具体的

な行動」を促す。 
・体験活動や実践体験を環境教育の中心に位置付ける。 
・遊びを通じて学ぶという観点を養う。 
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［具体例］ 

① 問題発見のための取組み 
御殿場市水質保全協議会主催の「水辺の教室」や静岡県（環境衛生科学研究所）

主催の「出前講座」などを通じて環境問題（川の汚れ）について学ぶ。 
② 解決方法の提案 

・家庭から出る雑排水が河川に流れないようにする方策 
・単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を進める方策 
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 用 語 解 説                       

 

あ 行 

 

 〇 一般廃棄物 

  産業廃棄物以外の廃棄物を指します。一般廃棄物は大きくは「ごみ」と
「生活排水（し尿・生活雑排水）」に分類されます。 

 

 〇 汚水処理人口普及率 

  生活雑排水も含めた生活排水が衛生的に処理されている人口の比率を示す
数値であり、御殿場市においては公共下水道処理人口＋農業集落排水処理人
口＋合併処理浄化槽処理人口＋コミュニティ・プラント処理人口を全人口
（行政人口）で割った数字となります。 

 

 〇 汚泥処理 

  汚水（生活排水）処理に伴って発生した汚泥に、濃縮、消化、脱水、乾
燥、焼却等の処理を行うことを指します。 

 

か 行 

  

 〇 合併処理浄化槽（浄化槽） 

  し尿と生活雑排水（台所、風呂、洗濯、洗面所など）を併せて処理する浄
化槽のことです。し尿のみを処理し、生活雑排水を処理できない「単独処理
浄化槽」と比べ処理能力が高く、BOD 除去率 90％以上、処理水 BOD 20mg/ℓ
以下と、下水道の終末処理場における高級処理と同等の放流水質に処理する
ことができます。 

  また、比較的安価で容易に設置できることから、小さな集落などでの生活
排水処理の方法としてよく使われています。浄化槽法の改正に伴い、平成 13

年 4 月 1 日より浄化槽の定義から単独処理浄化槽を削除し、合併処理浄化槽
のみを浄化槽と定義しました。これにより浄化槽の新設時においては、原則
として合併処理浄化槽の設置が義務付けられています。 

  なお、本計画においては、現在も一般的に広く使用されているため、浄化
槽を従来の呼び方である合併処理浄化槽と表記します。 
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 〇 下水道（公共下水道） 

  下水（生活排水、雨水等）を排除するために設けられる排水管、排水渠
（きょ）その他の排水施設（かんがい排水施設を除く。）、これに接続して下
水を処理するために設けられる処理施設（浄化槽を除く）。または、これら
の施設を補完するために設けられるポンプ施設その他の施設を総称して下水
道と呼びます（公共下水道は市町村が設置・管理を行うもの）。 

   

 〇 下水道人口 

  下水道が整備され、供用が開始された範囲における人口で、下水道を利用
できる人口を指します。 

 

〇 原単位 

  本計画では、年間の汚泥量を算出する際に、汚水処理形態別に１人１日当
たりの浄化槽汚泥やくみ取りし尿排出量（ℓ/人・日）を設定し、これを原
（げん）単位とよびます。 

  なお、下水道から排出される汚泥は法的に産業廃棄物となるため、一般廃
棄物処理基本計画の一部である本計画の対象ではなく、よって本計画では下
水道汚泥の推計は行いません。 

 

〇 公共水域 

  河川、湖沼、港湾、沿岸海域、その他公共の用に供される水域及びこれに
接続する公共水路をいい、地下水は含みません。 

 

〇 公設浄化槽（公共浄化槽） 

  市町村（本市においては御殿場市）があらかじめ指定する区域（特定地
域）において、市町村が合併処理浄化槽を設置し、使用世帯から使用料を徴
収して市町村が浄化槽の維持管理を行う浄化槽及びその仕組みを指します。 

 

〇 小型浄化槽 

  浄化槽のうち、処理対象人員が 50 人以下のものを指します。 
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〇 コミュニティ・プラント 

  「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、市が定める一般廃棄物
処理（生活排水処理）計画に従って設置し、管渠によって集められたし尿及
び生活雑排水を併せて処理する施設。御殿場市では富士見原住宅団地に設置
されています。 

 

さ 行 

  

〇 し尿処理施設 

  「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき設置され、し尿及び浄化
槽汚泥を処理する施設を指します。 

 

 〇 循環型社会形成推進交付金 

  市町村が廃棄物の 3R（リデュース、リユース、リサイクル）を総合的に推
進するため、廃棄物処理施設等の整備を行うにあたり、国から交付される補
助金を指します。ごみ焼却などによるエネルギー回収型廃棄物処理施設のほ
か、し尿・生ごみ等の資源化施設（有機性廃棄物リサイクル推進施設）や浄
化槽設置整備事業などが交付対象となります。 

 

 〇 浄化槽汚泥 

  浄化槽の汚水処理において発生する汚泥を指します。浄化槽の機能を維持
するために、汚泥量が一定以上になると浄化槽内から引き抜く必要があり、
引き抜いた浄化槽汚泥はし尿処理施設にて処理されます。 

 

 〇 処理形態別人口 

  生活排水をどのような方法（公共下水道、農業集落排水、合併処理浄化
槽、コミュニティ・プラント、単独処理浄化槽、くみ取り便槽）で処理して
いるのかを人口で示したものです。 

 

 〇 生活雑排水 

  生活排水のうち、し尿または水洗便所排水を除くもので、台所、洗濯、風
呂等から出る汚水を指します。人間の生活に伴うものであれば、一般家庭か
らの排水に限らず、事業所等からの排水も含まれます。 
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生活雑排水は、下水道や合併処理浄化槽に接続している家庭では、し尿と
ともに処理されていますが、そのほかの家庭では未処理のまま流されてお
り、河川等の公共用水域の大きな汚濁原因となっています。 

 

た 行 

 

 〇 大腸群数（大腸菌群数） 

  水中の大腸菌の数を示すもので水質検査項目のひとつ。大腸菌は通常人畜
の腸内に生息しており、排泄物中に多量に存在しますが、河川には元々生息
するものではありません。したがって、河川が糞便で汚染されると河川から
大腸菌が検出されます。 

  大腸菌は糞便のみに存在する菌種である一方、大腸菌群は土壌や水中を生
息場所としている菌種、非糞便性菌種も含まれ、「大腸菌を含む似た性質の
菌のグループ」とされます。 

  令和７年４月１日より、排水基準項目の「大腸菌群数」は「大腸菌数」に
変更されました（水質汚濁防止法施行令、建築基準法施行令、排水基準を定
める省令、下水道法施行令等）。 

 

〇 単独処理浄化槽（みなし浄化槽） 

  浄化槽の内、水洗便所排水のみを処理するもの。浄化槽法の改正に伴い、
平成 13 年 4 月 1 日より浄化槽の定義から単独処理浄化槽を削除し、合併処
理浄化槽のみを浄化槽と定義しました。これにより浄化槽の新設時において
は合併処理浄化槽の設置が原則として義務付けられていることから、現在は
単独処理浄化槽を新規に設置することはできません。 

ただし、法改正以前に設置された単独処理浄化槽については、維持管理等
の従来の規制を及ぼすため、改正後においても浄化槽法の浄化槽とみなすも
のとしており、いわゆるみなし浄化槽と称します。 

なお、本計画においては、現在も一般的に広く使用されているため、みな
し浄化槽を従来の呼び方である単独処理浄化槽と表記します。 

 

 〇 透視度 

  水の濁りの程度を示すもので、透視度計の底部についている二重線で書か
れた十字（二重十字）が初めて明らかに識別できるときの水の深さで表しま
す。単位は「度」や「cm」を用いますが、水が濁っているほど度数が小さ
く、透き通っているほど度数が大きい値となります。  
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な 行 

  

 〇 農業集落排水 

  農業振興地域の環境向上、河川・農業用水の水質保全などを目的として、
各家庭などから出たし尿と生活雑排水を処理場に集め、浄化して河川や農業
用水等に戻す施設。法的には浄化槽（合併処理浄化槽）に位置付けられま
す。御殿場市では清後・山之尻区域に整備されています。 

 

英 数 

 

〇 BOD（生物化学的酸素要求量） 

  有機物が微生物により酸化され、硝酸、亜硝酸、炭酸ガス等に分解すると
きに必要とする酸素の量をいいます。この数値が大きいほど水は汚れてお
り、川の汚れを表す代表的な指標です。 

 

〇 COD（化学的酸素要求量） 

  水中の有機物が一定条件の下で薬品によって酸化（分解）されるときに要
した薬品の量を酸素に換算した値をいいます。数値が高いほど水中の汚濁物
質の量が多く、海域や湖沼の汚染の度合いを示す指標です。 

 

〇 OD 法 

  汚水処理方式の一種で、オキシデーションディッチ法の略。最初沈殿槽が
無く、反応タンク、曝気槽（ばっきそう）を円形あるいは⾧円形の巡回する
ような無終端水路にし、少ない動力で曝気することができる方法で、維持管
理費が比較的少ないという利点があります。 

 

〇 pH 

  酸性・アルカリ性の程度を表すもので、溶液中の水素イオン濃度を表す指
数をいいます。pH＝7 で中性、pH＜7 で酸性、pH＞7 でアルカリ性であり、特
殊な例を除いて河川水などの表流水は中性付近の値を示します。 
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〇 SS 

  水中に浮遊する物質の量を指します。水の濁りの原因となり、SS が大きく
なると魚類に対する影響が現れます。 

 

〇 T-N 

  水中に含まれる様々な形態の窒素化合物の総量を指します。全窒素または
総窒素ともいい、肥料や排水などに含まれる窒素が海域や湖沼に流入すると
富栄養化の原因となります。 

 

〇 T-P 

  水中に含まれる無機及び有機リン化合物中のリンの総量を指します。富栄
養化の原因物質のひとつです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


